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証券コード：1352
2 0 2 0年６月５日

株 主 各 位

東京都江東区豊洲六丁目６番３号

株 式 会 社 ホ ウ ス イ
代 表 取 締 役
社　　　　　長 中 島 　 廣

第85回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第85回定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、新型コロナウイルス感染拡大防止等の諸事情により当日ご出席

願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、
お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の
議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2020年６月22日（月曜日）
午後５時までに到着するよう、ご送付くださいますようお願い申しあげ
ます。

敬　具
記

１．日　　時 2020年６月23日（火曜日）午前10時

２．場　　所 東京都江東区有明三丁目７番11号
東京ベイ有明ワシントンホテル　３階　アイリスの間

３．目的事項
報 告 事 項 １．第85期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）事業報

告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２．第85期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）計算書
類報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案

取締役12名選任の件
監査役３名選任の件

以　上

※当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま

すようお願い申しあげます。なお、当日の受付開始は午前９時を予定しております。

　また、本招集ご通知の事業報告、連結計算書類、計算書類ならびに株主総会参考書類に修

正が生じた場合には、当社ホームページ（アドレスhttp://www.hohsui.co.jp/）において

周知させていただきます。
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※新型コロナウイルス感染拡大防止への対応に関するお願い

・新型コロナウイルス感染予防の観点より、ご出席を予定されている株主様にお
かれましては、当日までの健康状態にご留意いただき、マスクの着用などの感
染予防にご配慮いただきますとともに、会場に設置いたしますアルコール消毒
液のご使用のご協力をお願い申しあげます。

・ご高齢の方や基礎疾患がある方、妊娠されている方、体調のすぐれない方は、
ご出席を見合わせていただくこともご検討くださいますようお願い申しあげま
す。

・株主様の議決権は、ご出席いただくほかに、同封の議決権行使書面のご郵送に
よって行使することが出来ますので、ご利用を推奨いたします。

・株主総会の運営スタッフは、マスクを着用して応対をさせていただきますので、
あらかじめご了承ください。

※本株主総会より、ご出席いただける株主様とご出席のむずかしい株主様との公
平性等を勘案し、株主総会にご出席の株主様へのお土産は取りやめさせていた
だくこととなりました。何卒ご理解いただきますようお願い申しあげます。
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（提供書面）

事　　業　　報　　告

( 2019年４月１日から
2020年３月31日まで )

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、米中間の貿易摩擦の深刻化や消

費税増税後の消費の落ち込みがあったものの雇用・所得環境の改善などに

より緩やかな回復基調にありました。しかしながら、第４四半期以降は新

型コロナウイルス感染症拡大の影響により、国内消費が冷え込み経済活動

も縮小されましたことから、景気の先行きについても厳しい状況で推移し

ております。

一方、水産・食品業界におきましては、外食の自粛や家庭内での食事等

消費者の節約志向は依然として強く、厳しい経営環境が続いております。

このような状況のもと、当社グループは、引き続き消費者の食に関する

ニーズに迅速に対応するなど安全・安心な食品を提供し、グループの持つ

機能を最大限に活用して収益の確保に努めてまいりました。

その結果、当社グループの当連結会計年度の成績は、売上高は804億92百

万円（前連結会計年度比36億12百万円　4.7％増）、経常利益は営業外収支

が大幅に改善したことにより７億57百万円（前連結会計年度比２億33百万

円　44.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は４億54百万円（前連

結会計年度比１億18百万円　35.2％増）となりました。

事業別の営業の概況は次のとおりであります。

イ．冷蔵倉庫事業

冷蔵倉庫事業は、2018年10月に豊洲冷蔵庫（23,823トン）が、2019年４

月には川島物流センター（57,399トン）が稼働しました。当事業は、首都

圏９か所に冷凍・冷蔵保管スペース（約21万８千トン）を有し、水産物を

中心に畜産物、農産物及びその加工品の保管事業を行っております。当連

結会計年度は、豊洲冷蔵庫の営業が順調に推移し、川島物流センターも計

画を上回りましたため、入庫量・在庫量の増加により、保管料売上・荷役

料売上などが増加し、営業利益も大幅に増加しました。

－ 3 －
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その結果、冷蔵倉庫事業の売上高は68億99百万円（前連結会計年度比15

億83百万円　29.8％増）となり、営業利益は４億６百万円（前連結会計年

度比１億12百万円　38.1％増）となりました。

ロ．水産食品事業

水産食品事業は、えび、カニ、凍魚、魚卵などの卸売りを主体とした水

産食材卸売部門と食材調達、加工、納品業務を請け負うリテールサポート

部門、並びに厚焼玉子、あんこ、水産練製品他の製造・加工販売を行う食

品製造販売部門で構成されております。

水産食材卸売部門においては、売上高は、エビの利益率の向上を目指し

販売内容を見直したために、前年を若干下回りました。営業利益は、エビ

が前年を大きく上回る粗利益を計上しましたが、カニの一部の商材で暖冬

による販売損の発生や新型コロナウイルス感染症の影響もあり、前年を下

回りました。

リテールサポート部門においては、売上高は主要取引先との取引の拡大

に伴い増加し、営業利益も新規得意先の獲得や既存商品の増産などにより

前年を上回りました。

食品製造販売部門においては、新設工場の稼働に伴う生産量の増加と利

益率の改善により、売上高、営業利益とも前年を大幅に上回りました。

以上の結果、水産食品事業の売上高は735億93百万円（前連結会計年度比

20億28百万円　2.8％増）となり、営業利益は４億32百万円（前連結会計年

度比75百万円　21.0％増）となりました。

連結売上高明細

区 分
第85期(2019年度) 第84期(2018年度)

売 上 高 構成比率 売 上 高 構成比率

百万円 ％ 百万円 ％

冷 蔵 倉 庫 事 業 6,899 8.6 5,315 6.9

水 産 食 品 事 業 73,593 91.4 71,564 93.1

合 計 80,492 100.0 76,880 100.0

－ 4 －
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②　設備投資の状況

当連結会計年度において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は

14億63百万円であります。

その主な内容は、川島物流センターの建設費用等であります。

③　資金調達の状況

当連結会計年度においては、借入などにより借入金は前連結会計年度比

11億18百万円増加いたしました。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状

況

該当事項はありません。

－ 5 －
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分
第　82　期

( 2017年
３ 月 期 )

第　83　期

( 2018年
３ 月 期 )

第　84　期

( 2019年
３ 月 期 )

第　85　期

( 2020年
３ 月 期 )

売 上 高（百万円） 73,761 73,928 76,880 80,492

経 常 利 益（百万円） 850 887 524 757

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 ( 百 万 円 )

706 424 335 454

１株当たり当期純利益(円) 8.43 50.68 40.10 54.22

総 資 産（百万円） 33,620 33,471 41,689 40,128

純 資 産（百万円） 6,154 6,480 6,720 7,097

１株当たり純資産(円) 67.98 710.73 727.87 760.43

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式数により算

出しております。

２．１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出して

おります。

３．2017年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っておりま

す。第83期の１株当たり当期純利益および１株当たり純資産は、当該株式併合

が第83期の期首に行われたものと仮定して算定しております。

－ 6 －
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②　当社の財産及び損益の状況の推移

区 分
第　82　期

( 2017年
３ 月 期 )

第　83　期

( 2018年
３ 月 期 )

第　84　期

( 2019年
３ 月 期 )

第　85　期

( 2020年
３ 月 期 )

売 上 高（百万円） 19,006 19,206 21,406 22,330

経 常 利 益（百万円） 581 618 200 387

当 期 純 利 益 ( 百 万 円 ) 581 309 209 337

１株当たり当期純利益(円) 6.95 36.98 25.07 40.36

総 資 産（百万円） 26,840 25,398 33,523 31,761

純 資 産（百万円） 5,297 5,441 5,479 5,635

１株当たり純資産(円) 63.26 649.88 654.32 672.97

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式数により算

出しております。

２．１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出して

おります。

３．2017年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っておりま

す。第83期の１株当たり当期純利益および１株当たり純資産は、当該株式併合

が第83期の期首に行われたものと仮定して算定しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

当社の親会社は中央魚類株式会社であり、当社の株式4,618千株（議決権

比率55.2％）を保有しております。

当社は、中央魚類株式会社と水産物の販売および購入取引、資金の借入

れを行っております。商品の販売等については市場価格、総原価等を勘案

して当社希望価格を提示し、協議により決定しております。また、商品の

仕入れ等については、価格および取引条件など市場実勢を勘案して他の取

引条件と同等の水準となるよう検討し決定しております。

当社取締役会は、このような取引条件を把握し、当社グループの利益を

害するものではないことを確認したうえで、取引ごとにその適正性・妥当

性を判断しております。

－ 7 －
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②　重要な子会社の状況

会 社 名 資本金 当社の議決権比率 従 業 員 数 主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％ 名

株式会社水産流通 200 60 376 水産物のリテールサポート事業

中央フーズ株式会社 10 60 (60) 46
水産物の仕入・販売（主として
鮮魚）

株式会社せんにち 90 100 200
厚焼玉子、あんこ、水産練製品
他の製造・加工・販売

（注）１．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

２．従業員数には2020年３月31日現在のパートを含む人員で記載しております。

(4) 対処すべき課題

①　当社グループの経営理念

『水産物のサプライチェーンの中で新しい価値を創造し、最適な水産流

通ネットワークの実現を通して、人々に健康と豊かさをお届けすることに

より社会に貢献する。』

②　経営姿勢（行動基準）

当社グループは経営理念に基づき次の行動基準を遵守します。

ａ．法令・規則等のルールを遵守し、常に“正しい仕事”を意識して行動

する。

ｂ．グループ各社の機能を協働により成長発展させていく。

ｃ．提供する商品およびサービスは常に高いレベルの品質を目指す。

ｄ．地球の“恵み”を大切にし、持続可能な資源の有効活用と環境に配慮

した事業活動を展開する。

当社および当社グループは、上記の経営理念・経営姿勢に基づき顧客の

ニーズに的確に応え得る価値あるパートナーとして、堅実な成長を目指し

ます。親会社である中央魚類株式会社を含めて当社グループ各社の経営資

源（顧客、商材、人材、機能）を相互に活用しながら、水産物流通におけ

る役割を効率的に果たし、消費者の皆様に水産物の「おいしさ」や「安全・

安心」をお届けします。

また、人材育成に注力し全社的な組織体制の強化を図ってまいります。

－ 8 －
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③　各事業部門の取り組み課題

イ．冷蔵倉庫事業

首都圏における物流センターの更なる充実を図るため、2019年４月より

川島物流センターが稼働したことにより、当社保管能力は約21万８千トン

となりました。安定した収益のためにグループ会社共々有効活用するとと

もに、安全・安心をモットーに顧客満足の向上に努めてまいります。また、

人材確保や社員教育の充実を図り、低温流通の品質向上を継続してまいり

ます。

ロ．水産食品事業

水産食材卸売部門については、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、

消費に見合った堅実経営に切り替え、お客様のニーズに合わせた商品開発

や商品買付けの選択を図るとともに、安定した収益が見込める組織作りを

目指し、人材の育成と充実に注力しつつ、事業の拡大に向けて取り組んで

まいります。

リテールサポート部門については、引き続き人材確保と組織体制の強化

を推し進めるとともに、作業生産性の向上、新商品開発及び新規業務の獲

得に努めます。また、新たな事業拠点を築き業容拡大を図ってまいります。

食品製造販売部門については、新型コロナウイルス感染症対策に万全を

期し、安全・安心な食品の安定供給に努めるとともに、商品開発・営業力

の強化を図ってまいります。

また、本社工場（大阪）、吉川工場（埼玉）そして昨年獲得しました川

島工場（埼玉）と合わせまして３工場体制となり、安定した工場稼働のた

め、自社工場製品販売比率のさらなる拡大を図ります。

(5) 主要な事業内容（2020年３月31日現在）

企業集団は当社および株式会社水産流通、中央フーズ株式会社、株式会社

せんにちで構成されており、冷蔵倉庫業、水産物買付・加工・卸売業、リテ

ールサポート業、厚焼玉子、あんこ他の食品製造販売業を営んでおります。

(6) 主要な営業所、冷蔵倉庫、物流センター（2020年３月31日現在）

①　当　　　　　社

営 業 所 本社（東京）、仙台支店、大阪支店、福岡支店

冷 蔵 倉 庫 豊洲、豊海第一、豊海第二、豊海第三、船橋、大井、

物流センター 厚木、市川、川島

②　子　　会　　社

・株式会社水産流通 本社（東京）

流通センター 伊丹センター、水戸センター、市川センター

－ 9 －
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船橋営業所

・中央フーズ株式会社 本社（東京）

・株式会社せんにち 本社（大阪）、東京営業所

製造工場 大阪、吉川（埼玉県）、川島（埼玉県）

－ 10 －

対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所、冷蔵倉庫、物流センター
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(7) 従業員の状況（2020年３月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

事業部門の名称 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

冷 蔵 倉 庫 事 業 166（ 11）名 17（△1）名

水 産 食 品 事 業 216（431）名 23（ 90）名

全 社 （ 共 通 ） 22（ - ）名 1（ - ）名

合 計 404（442）名 41（ 89）名

（注）　従業員数は就業員数であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員を外数で

記載しております。

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

213（11）名 16（△3）名 36.5歳 11.9年

（注）　従業員数は就業員数であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員を外数で

記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（2020年３月31日現在）

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 3,392百万円

城 北 信 用 金 庫 3,398百万円

中 央 魚 類 株 式 会 社 1,402百万円

（注）上記の他、株式会社三菱ＵＦＪ銀行を主幹事とするシンジケートローンの残高10,000

百万円、株式会社日本政策投資銀行を主幹事とするシンジケートローンの残高3,019

百万円などがあります。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

特記すべき事項はありません。

－ 11 －

使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会 社 の 現 況

(1) 株式の状況（2020年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 30,000,000株

②　発行済株式の総数 8,379,000株

③　株　　 主　　 数 2,643名

④　大 株 主 の 状 況（上位10名）

株 主 名 持 株 数 （ 千 株 ） 持 株 比 率 （ ％ ）

中 央 魚 類 株 式 会 社 4,618 55.15

日 本 水 産 株 式 会 社 2,327 27.80

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 66 0.79

鈴 村 信 夫 36 0.43

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 32 0.39

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 28 0.34

足 　 利 　 健 一 郎 25 0.31

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口１） 22 0.27

伊 藤 裕 康 20 0.25

乃 美 昭 俊 20 0.24

（注）持株比率は自己株式（5,349株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。

－ 12 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（2020年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役
会 長

乃 美 昭 俊

代 表 取 締 役
社 長

中 島 　 廣
管理本部長
リスクマネジメント・倫理・環境・品質保証担当

取 締 役
(専務執行役員)

平 野 　 潔 冷蔵事業本部長

取 締 役
(常務執行役員)

佐 藤 　 正 水産事業本部長

取 締 役
(常務執行役員)

安 濃 光 雄 冷蔵事業本部副本部長兼厚木物流センター所長

取 締 役
(執 行 役 員)

関 口 寿 男 市川物流センター所長兼川島物流センター所長

取 締 役
(執 行 役 員)

石 本 哲 也 管理本部副本部長兼経理部長

取 締 役
(執 行 役 員)

長 本 克 義
リテールサポート事業担当
株式会社水産流通代表取締役社長
中央フーズ株式会社代表取締役社長

取 締 役 水 流 良 一

取 締 役 伊 藤 晴 彦 中央魚類株式会社代表取締役社長(COO)・社長執行役員

取 締 役 三 田 　 薫 中央魚類株式会社取締役副社長・副社長執行役員

常 勤 監 査 役 米 田 孝 司

監 査 役 有 田 昇 治

監 査 役 笹 生 勝 則

監 査 役 市 山 勝 一 中央魚類株式会社執行役員・管理本部副本部長

（注）１．取締役水流良一氏は社外取締役であり、当社は同氏を東京証券取引所の定めに

基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

２．監査役有田昇治氏、笹生勝則氏は、社外監査役であります。

なお、当社は笹生勝則氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定

し、同取引所に届け出ております。

－ 13 －

会社役員の状況
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３．2019年６月24日開催の第84回定時株主総会において次のとおり異動がありまし

た。

新任取締役　石本哲也、三田薫　　新任監査役　笹生勝則、市山勝一

退任取締役　山下勝征、小川征英、大滝義彦　　退任監査役　所英樹

辞任監査役　三田薫

②　取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
 

（う ち 社 外 取 締
 

役）
14名
（1）

157百万円
（3）

監 査 役
 

（う ち 社 外 監 査
 

役）
6名

（3）
21百万円
（8）

合 計 20名 178百万円

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与23百万円は含まれてお

りません。

２．取締役の報酬限度額は、2012年６月26日開催の第77回定時株主総会において年

額１億60百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない｡）と決議いただいてお

ります。

３．監査役の報酬限度額は、2012年６月26日開催の第77回定時株主総会において年

額40百万円以内と決議いただいております。

４．上記支給額には、当事業年度に係る役員賞与引当金として次の金額が含まれて

おります。

・取締役11名　14百万円（うち社外取締役１名　0百万円）

③　社外役員に関する事項

イ．重要な兼職の状況及び当社と当該兼職先との関係

地 位 氏 名 重要な兼職先及び兼職内容

社外取締役 水 流 　 良 一 ―

社外監査役 有 田 　 昇 治 ―

社外監査役 笹 生 　 勝 則 ―

－ 14 －

会社役員の状況
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ロ．当事業年度における主な活動状況

地 位 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役 水流　良一
当事業年度に開催された取締役会18回すべてに出席し、主に
企業経営に関する豊富な経験や見識を基に議案の審議等につ
き助言、提言を行っております。

社外監査役 有田　昇治

当事業年度に開催された取締役会18回すべてに出席し、主要
事業所への往査を行うなど経営監視機能の客観性・中立性を
確保するとともに取締役会において意思決定の妥当性・適正
性を確保するための発言を適宜行っております。また、監査
役会10回のうち８回に出席し、議案審議等に必要な発言を適
宜行っております。

社外監査役 笹生　勝則
2019年６月24日就任以降に開催された取締役会14回、監査役
会７回すべてに出席し、企業経営における豊富な経験と幅広
い見識を基に発言、助言を適宜行っております。

ハ．社外役員として受けた当事業年度の報酬等の額

支 給 人 数 報 酬 等 の 額
親会社または親会社の子会社から当該事業
年度において役員として受けた報酬等の額

4名 11百万円 －百万円

上記には2019年６月24日開催の第84回定時株主総会において退任した

社外役員１名を含んでおります。

ニ．責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

－ 15 －

会社役員の状況



2020/05/23 10:16:10 / 19597899_株式会社ホウスイ_招集通知

(4) 会計監査人の状況

①　名　　　称　　　　　監査法人和宏事務所

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

22百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合

計額を記載しております。

２．監査役会は、社内関係部署および会計監査人からの報告聴取により、当事業年

度の監査計画の内容および従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積り

の算出根拠等を検討した結果、会計監査人の報酬等の額について同意しており

ます。

③　非 監 査 業 務 の 内 容

当社が、監査法人和宏事務所に対して報酬を支払った非監査業務の内容

は、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置

法第17条第１項の規定による賦課金に係る特例の認定申請に関する手続

き業務であります。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の合意に基づき、会計監査人を解

任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に

招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理

由を報告いたします。

また、監査役会は、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認

められる場合など、必要と判断した場合には、株主総会に提出する会計

監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

取締役会は、監査役会の当該決定に基づき、会計監査人の解任又は不再

任にかかる議案を株主総会に提出します。

－ 16 －

会計監査人の状況
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(5) 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体

制その他会社の業務の適正を確保するための体制について取締役会において

決議した内容の概要は以下のとおりであります。

１．取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することおよびその他の

株式会社の業務の適正を確保するための体制

(1) 取締役・使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保する

ための体制

①　当社の経営理念に基づき、リスクマネジメント規程・倫理憲章・環

境憲章・品質管理基準を制定し、役職員全員に周知徹底する。

②　事業活動における法令・社内規程等の遵守を確保するため、社長を

委員長とする倫理委員会を設置し、コンプライアンスに関する諸課

題を審議するとともに、リスクマネジメント担当役員がその活動内

容を取締役会に報告する。

③　職務の執行に関してコンプライアンス上疑義のある行為等について、

当社および子会社の役職員が直接通報できる内部通報制度を設け、

受付窓口を社内外に設置する。

また、会社は通報内容を秘守し、通報者に対して不利益な扱いを行

わない。

④　反社会的勢力からの被害および不当要求を防止するため、役職員は、

所轄警察署と連携して反社会的勢力との関係を遮断するとともに、

断固として不当な要求を拒絶する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

情報セキュリティ基本方針に基づき、営業秘密管理規程をはじめとす

る社内諸規程を制定し、職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体に

記録し、適切な保存・管理を行う。

－ 17 －

業務の適正を確保するための体制
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(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　リスク管理を統括するリスクマネジメント担当役員を置き、リスク

管理規程を制定するとともに、リスク管理体制の構築および運用を

行う。

②　リスクマネジメント担当役員は、定期的にリスク管理活動を取締役

会に報告する。

③　各事業部署の責任者は、担当業務に関する適切なリスクマネジメン

トを実行するとともに、コンプライアンス、環境、品質、災害等の

重要性の高いリスクについては、それぞれの担当組織がリスク管理

に係るガイドラインの制定、研修の実施等を行う。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　業務執行については社長がグループを統治し、各取締役が各事業部

門の執行責任を負うとともに、取締役会を原則として毎月１回以上

開催し、重要事項の決定と取締役の業務執行状況の監督を行う。

②　取締役および部署長が出席する進捗会議を毎月開催し、業務執行に

関する重要事項の報告と協議を行う。

③　取締役会において中期経営計画および各年度予算を決議し、各取締

役は各部署が実施すべき具体的な施策および権限分配を含む効率的

な業務執行体制を決定する。

(5) 当社および子会社（以下「当社グループ」という）ならびに親会社か

らなる企業集団（以下「中央魚類グループ」という）における業務の適

正を確保するための体制

経営については当社グループ各社の自主性を尊重しつつ、中央魚類グ

ループと連携してコンプライアンス体制の構築に努める。

①　子会社の取締役等の職務に係る事項の当社への報告に係る事項

当社は、関係会社管理規程を定め、同規程に基づき当社グループの

事業運営を実施するものとし、当社の取締役等と子会社の取締役等

との間で定期的に会合を行い、当社の経営方針の周知徹底を行うと

ともに、子会社から経営状況等の報告を受けるものとする。

－ 18 －

業務の適正を確保するための体制
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②　子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ａ．当社のリスク管理規程を基に子会社のリスク管理体制を構築させ、

定期的に報告を受けるものとする。

ｂ．子会社の取締役等は、当社のリスクマネジメント規程に基づき適

切なリスクマネジメントを実行するとともに、子会社において損

失リスクが発生した場合には、関係会社管理規程に従い速やかに

当社に報告するものとし、当社および当該子会社間で対策を協

議・実施することで、損失の拡大を防止する。

③　子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保する

ための体制、ならびに子会社の取締役等および使用人の職務の執行

が法令および定款に適合することを確保するための体制

ａ．当社は、子会社におけるコンプライアンスの周知徹底および推進

のための啓蒙活動を支援する。

ｂ．当社の取締役等と子会社の取締役等は定期的な会合を行い、子会

社の職務の執行が当社の経営方針に適合し、効率的に行われてい

るかを確認する。

ｃ．当社の監査室による子会社の内部監査を実施し、その結果を当社

の社長および監査役に報告するとともに、子会社の代表取締役に

通知する。

２．監査役監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する事項

監査役の求めに応じて、総務部およびその他部署の従業員が監査役の

職務を補助する。

(2) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

前号の従業員が監査役の職務を補助する際には、取締役等の指示命令

を受けないものとする。

－ 19 －

業務の適正を確保するための体制
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(3) 当社グループの取締役および使用人が監査役に報告をするための体制

その他の監査役への報告に関する体制

①　監査役は、当社グループの社内規程に従って作成された稟議書およ

び実施報告書を閲覧し、必要あるときは当社グループの取締役また

は従業員にその説明を求める。

②　当社グループの取締役および従業員は、会社に重大な損失を与える

事項が発生し、または発生する恐れがあるとき、役職員による違法

または不正な行為を発見したときは監査役に報告する。

③　当社グループは、上記報告を行った者に対して、当該報告をしたこ

とを理由に不利益な扱いを行わない。

(4) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　役職員の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備

するよう努める。

②　監査役は、代表取締役と定期的な意見交換を行うとともに、会計監

査人と監査計画、監査結果について定期的に情報交換や意見交換を

行い、効果的な監査業務の遂行を図る。

③　当社は、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払いまた

は支出した費用の償還、負担した費用の弁済を請求したときは、そ

の費用等が当該監査役の職務の執行に必要ないことを証明した場合

を除き、速やかに当該費用等を処理する。

(6) 業務の適正を確保するための運用状況の概要

①　内部統制システム全般

当社およびグループ会社の内部統制システムを整備・運用し、内部統制

の目標を効果的に達成するため、当社の内部監査部門を担当する監査室

を中心として、年間の監査計画に基づいて業務執行が適正かつ効率的に

行われているかを監査しております。

2019年度は、当社およびグループ会社全３社に対して監査を実施してお

ります。

－ 20 －
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②　コンプライアンスに関する取組

ａ．法令遵守体制の点検・強化を目的とし当社の倫理委員会および内部通

報委員会が内部通報制度の運用、改善を進めております。

ｂ．2019年度は、新たに入社した従業員に対して、コンプライアンスに関

する研修を実施し、ホウスイグループの「経営理念」「倫理憲章」の

周知徹底を図っております。

③　リスク管理体制に関する取組

当社のリスクマネジメント委員会が、当社ならびにグループ会社におけ

る経営に重大な影響を及ぼすリスクに関して統括して報告を受け、分

類・整備を行なうとともに危機管理に必要な体制を整えるべく年２回取

締役会に活動を報告しております。また災害を想定した訓練も適宜行っ

ております。

また、2019年度は、グループ各社を含めた全役職員対象の情報セキュリ

ティ研修を実施いたしました。

④　グループ会社の経営管理

グループ会社の経営管理につきましては、各グループ会社の業務執行に

ついて重要度に応じて、毎月１回開催の「取締役会」ならびに毎月２回

開催の「経営会議」にて報告および承認を受ける体制を整えております。

⑤　監査役の職務執行

社外監査役を含む監査役は、取締役会に出席するとともにその他重要会

議への出席を通じて内部統制の整備、運用状況を確認しております。

また、監査室と協力して当社各事業所およびグループ会社への往査を定

期的に行ない、担当者から情報収集を行っております。

(7) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主の皆様への利益還元を企業経営における最重要課題のひとつ

と位置付けたうえで、財務体質の強化と積極的な事業展開に必要な内部留保

の充実を勘案し、業績に裏付けられた安定的配当のできる収益体制の確立を

図るべく取り組んでおります。

当事業年度の期末配当金につきましては、１株につき20円とさせていただ

きます。

－ 21 －

業務の適正を確保するための運用状況、剰余金の配当等の決定に関する方針



2020/05/23 10:16:10 / 19597899_株式会社ホウスイ_招集通知

連 結 貸 借 対 照 表

（2020年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

原材料及び貯蔵品

関 係 会 社 預 け 金

未 収 消 費 税 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無形固定資産

借 地 権

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

破 産 更 生 債 権 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

11,141

1,623

6,277

1,907

44

507

546

243

△10

28,986

27,802

19,728

2,179

225

5,021

647

281

122

84

74

902

519

139

134

12

109

△12

流 動 負 債 10,393

支払手形及び買掛金 5,264

短 期 借 入 金 2,959

関係会社短期借入金 199

未 払 費 用 907

未 払 金 134

リ ー ス 債 務 206

未 払 法 人 税 等 240

賞 与 引 当 金 120

役 員 賞 与 引 当 金 14

そ の 他 345

固 定 負 債 22,637

長 期 借 入 金 19,545

関係会社長期借入金 1,572

リ ー ス 債 務 452

退職給付に係る負債 880

長 期 未 払 金 106

資 産 除 去 債 務 48

そ の 他 31

負 債 合 計 33,030

純 資 産 の 部

株 主 資 本 6,315

資 本 金 2,485

資 本 剰 余 金 1,220

利 益 剰 余 金 2,612

自 己 株 式 △2

その他の包括利益累計額 51

その他有価証券評価差額金 51

非支配株主持分 729

純 資 産 合 計 7,097

資 産 合 計 40,128 負債・純資産合計 40,128

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 22 －
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連 結 損 益 計 算 書

( 2019年４月１日から
2020年３月31日まで )

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 80,492

売 上 原 価 74,187

売 上 総 利 益 6,305

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,466

営 業 利 益 839

営 業 外 収 益

受 取 利 息 、 受 取 配 当 金 及 び
有 価 証 券 利 息

6

賃 貸 収 入 23

仕 入 割 引 47

雑 収 入 45 122

営 業 外 費 用

支 払 利 息 195

雑 支 出 8 203

経 常 利 益 757

特 別 利 益

補 助 金 収 入 100 100

特 別 損 失

減 損 損 失 22 22

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 835

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 316

法 人 税 等 調 整 額 △48 268

当 期 純 利 益 566

非支配株主に帰属する当期純利益 112

親会社株主に帰属する当期純利益 454

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

( 2019年４月１日から
2020年３月31日まで )

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 2,485 1,220 2,325 △2 6,029

当連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △167 △167

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

454 454

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額(純額)

当連結会計年度変動額合計 － － 286 △0 286

当連結会計年度期末残高 2,485 1,220 2,612 △2 6,315

その他の包括
利 益 累 計 額 非支配株

主 持 分
純資産合
計その他有価証券

評 価 差 額 金

当連結会計年度期首残高 65 625 6,720

当連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △167

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

454

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額(純額)

△13 104 90

当連結会計年度変動額合計 △13 104 377

当連結会計年度期末残高 51 729 7,097

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 24 －
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　３社

・連結子会社の名称　　　　　　株式会社水産流通

中央フーズ株式会社

株式会社せんにち

②　非連結子会社はない

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法適用の非連結子会社または関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社または関連会社数

０社

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法を適用していない非連結子会社または関連会社数

２社

・主要な会社等の名称　　　　　北海道ペスカ株式会社　株式会社柳河

・持分法を適用していない理由　各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対

象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微

であり、かつ重要性がないため持分法の適用範囲

から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社３社の事業年度の末日は、連結会計年度と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

・関連会社株式　　　　　　　移動平均法による原価法

・満期保有目的の債券　　　　償却原価法（定額法）

ロ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法

ハ．デリバティブ　　　　　　　時価法

ニ．たな卸資産

・商品及び製品　　　個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）

・原材料　　　　　　先出先入法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

・建物（建物附属設備を除く）定額法

・上記以外のもの　　　　　　定率法

－ 25 －
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（子会社の一部センターについては建物以外も定額法。また、2016年４月１日以

降に取得した建物附属設備及び構築物に関しては定額法）

　　　ロ．リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。

ハ．無形固定資産（リース資産を除く）

・ソフトウェア　　　　　　　自社利用のソフトウェアについては社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額

のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上して

おります。

ハ．役員賞与引当金　　　　　　役員の賞与支給の支出に備えて、役員賞与支給見

込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上

しております。

④　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替取

引については振当処理を適用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建債権債務に係る将来の為替変

動リスク

ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　為替変動リスクを回避するために行っております。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法　ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動

額の累計額を比較して有効性の判断を行っており

ます。

⑤　のれんの償却に関する事項

のれんの償却については、10年間の定額法により償却を行っております。

(5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る負債の計上基準

　当社及び一部を除く連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算

に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡

便法を適用しております。

②　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

－ 26 －
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２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

（担保に供している資産）

土地 3,195百万円

建物 13,399百万円

構築物 315百万円

機械装置 1,287百万円

合計 18,198百万円

（担保に係る債務）

１年以内返済予定の長期借入金 1,019百万円

長期借入金 19,545百万円

合計 20,564百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 16,889百万円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末における発行済株式の総数

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 8,379,000株 －株 －株 8,379,000株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 5,313株 36株 －株 5,349株

（注）自己株式の増加36株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

　2019年５月14日開催の取締役会決議による配当に関する事項

配当金の総額 167百万円

１株当たり配当金額 20円

基準日 2019年３月31日

効力発生日 2019年６月10日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度になるもの。

　2020年５月15日開催の取締役会において次の議案を付議いたします。

配当金の総額 167百万円

配当の原資 利益剰余金

１株当たり配当金額 20円

基準日 2020年３月31日

効力発生日 2020年６月８日

－ 27 －
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４．金融商品に関する注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、主に冷蔵倉庫事業の設備投資を行うため、銀行借入や関係会社借

入により必要な資金を調達しております。一時的な余資は、関係会社預け金で運用し

ております。また、デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、

投機的な取引は行わない方針であります。

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当

該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引

先の信用状況を適時把握しております。

投資有価証券である株式や債券は、市場価格等の変動リスクに晒されています。投

資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式および債券であり、時価等につい

ては適時把握するとともに、期末時点で時価等が著しく下落した場合は強制評価減を

行っております。

非上場株式については定期的に財務諸表を取り寄せ、財務内容を把握しております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。水産食品

事業の営業債権債務の一部に原料等の輸出入に伴う外貨建て債権債務があり、為替の

変動リスクに晒されておりますが、将来の為替相場による損失を回避するため、為替

予約取引において、財務上発生している為替リスクをヘッジし、リスク管理を効率的

に行うためデリバティブ取引を導入しております。

借入金のうち、主なものは長期借入金であり、主に冷蔵倉庫事業の設備投資に係る

資金調達です。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるもの、あるいは、重要性が乏

しいものについては、次表には含まれません【(注）２.参照】。
(単位：百万円)

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 1,623 1,623 －

(2) 受取手形及び売掛金 6,277 6,277 －

(3) 関係会社預け金 507 507 －

(4) 投資有価証券

その他有価証券 96 96 －

満期保有目的の債券 200 202 2

(5) 支払手形及び買掛金 (5,264) (5,264) －

(6) 短期借入金 (1,940) (1,940) －

(7) 長期借入金 (22,337) (23,150) 813

(8) デリバティブ取引 － － －

＊負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

－ 28 －
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（注）１．金融商品の時価算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金ならびに(3) 関係会社預け金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

　(4) 投資有価証券

これらの時価について、取引所の価格や取引金融機関等から提示された価格等に

よっております。

　(5) 支払手形及び買掛金、ならびに(6) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

　(7) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場

合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

　(8) デリバティブ取引

為替予約の振当て処理によるものは、ヘッジ対象とされている営業債権債務と一

体として処理されているため、その時価は当該営業債権債務の時価に含めて記載

しております。

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額212百万円）、関係会社株式（連結貸借対照

表計上額10百万円）は市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もる

ことなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4) 

投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

３．(7) 長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めております。

　また、関係会社短期借入金は(6) 短期借入金に、関係会社長期借入金は(7) 長期

借入金に含めて記載しております。

５．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 760円43銭

(2) １株当たり当期純利益 54円22銭

６．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 29 －
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貸　借　対　照　表

（2020年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

関係会社短期貸付金

未 収 消 費 税 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無形固定資産

電 話 加 入 権

借 地 権

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

長 期 差 入 保 証 金

破 産 更 生 債 権 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

5,358

608

2,877

1,112

4

54

110

72

526

1

△10

26,403

25,520

18,623

1,855

182

4,343

515

132

7

122

2

750

304

120

378

128

12

92

6

△291

流 動 負 債 4,079
支 払 手 形 317
買 掛 金 805
短 期 借 入 金 1,819
関係会社短期借入金 159
リ ー ス 債 務 168
未 払 金 44
未 払 費 用 251
未 払 法 人 税 等 165
預 り 保 証 金 73
賞 与 引 当 金 77
役 員 賞 与 引 当 金 14
前 受 金 94
そ の 他 87

固 定 負 債 22,046
長 期 借 入 金 19,545
関係会社長期借入金 1,242
リ ー ス 債 務 346
長 期 未 払 金 41
退 職 給 付 引 当 金 790
資 産 除 去 債 務 48
そ の 他 31
負 債 合 計 26,126

純 資 産 の 部
株 主 資 本 5,584
資 本 金 2,485
資 本 剰 余 金 928
資 本 準 備 金 551
その他資本剰余金 376

利 益 剰 余 金 2,177
利 益 準 備 金 70
その他利益剰余金 2,107
別 途 積 立 金 746
修 繕 積 立 金 80
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 85
繰越利益剰余金 1,196

自 己 株 式 △6
評 価 ・ 換 算 差 額 等 50
その他有価証券評価差額金 50

純 資 産 合 計 5,635
資 産 合 計 31,761 負 債 ・ 純 資 産 合 計 31,761

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

( 2019年４月１日から
2020年３月31日まで )

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 22,330

売 上 原 価 20,548

売 上 総 利 益 1,781

販売費及び一般管理費 1,258

営 業 利 益 522

営 業 外 収 益

受取利息及び受取配当金 10

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 27

雑 収 入 19 57

営 業 外 費 用

支 払 利 息 189

雑 支 出 3 192

経 常 利 益 387

特 別 利 益

補 助 金 収 入 100 100

税 引 前 当 期 純 利 益 487

法人税、住民税及び事業税 190

法 人 税 等 調 整 額 △40 149

当 期 純 利 益 337

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 2019年４月１日から
2020年３月31日まで )

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金
利 益
剰余金
合 計

別 途
積立金

修 繕
積立金

固定資産
圧 縮
積 立 金

繰 越
利 益
剰余金

当 期 首 残 高 2,485 551 376 928 70 746 80 98 1,012 2,007 △6 5,414

当期中の変動額

剰余金の配当 △167 △167 △167

固定資産圧縮
積立金の取崩

△13 13 － －

当 期 純 利 益 337 337 337

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の
項目の当期変動
額 （ 純 額 ）

当期変動額合計 － － － － － － － △13 183 170 △0 170

当 期 末 残 高 2,485 551 376 928 70 746 80 85 1,196 2,177 △6 5,584

評価・換算差
額 等

純資産合計その他有価
証券評価差
額 金

当 期 首 残 高 64 5,479

当期中の変動額

剰余金の配当 △167

固定資産圧縮
積立金の取崩

－

当 期 純 利 益 337

自己株式の取得 △0

株主資本以外の
項目の当期変動
額 （ 純 額 ）

△14 △14

当期変動額合計 △14 156

当 期 末 残 高 50 5,635

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社及び関連会社株式　　　移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

③　デリバティブ　　　　　　　　時価法

④　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品　　　　　　　　　　　　個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

・建物（建物附属設備を除く）　定額法

・上記以外のもの　　　　　　　定率法

（2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）

②　リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額

のうち当事業年度に負担すべき額を計上しており

ます。

③　役員賞与引当金　　　　　　　役員の賞与支給の支出に備えて、役員賞与支給見

込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上して

おります。

④　退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付引当金及び退職給付費用の計算

に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職

給付債務とする方法を用いた簡便法を適用してお

ります。

(4) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法　　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替取

引については振当処理を適用しております。

－ 33 －
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②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建債権債務に係る将来の為替変

動リスク

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　為替変動リスクを回避するために行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法　　　ヘッジ手段の変動額の累計とヘッジ対象の変動額

の累計を比較して有効性の判断を行っております。

(5) その他計算書類作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を

採用しております。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

（担保に供している資産）

土地 3,195百万円

建物 13,399百万円

構築物 315百万円

機械装置 1,287百万円

合計 18,198百万円

（担保に係る債務）

１年以内返済予定の長期借入金 1,019百万円

長期借入金 19,545百万円

合計 20,564百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 15,515百万円

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 1,058百万円

②　長期金銭債権 378百万円

③　短期金銭債務 248百万円

④　長期金銭債務 1,242百万円

(4) 保証債務（銀行借入等に対する保証）

株式会社水産流通 100百万円

中央フーズ株式会社 800百万円

株式会社せんにち 1,211百万円

３．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

①　売上高 3,319百万円

②　仕入高 771百万円

③　営業取引以外の取引高 31百万円
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４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当事業年度末の株式数

普 通 株 式 5,313株 36株 －株 5,349株

（注）自己株式の数の増加36株は、単元未満株式の買取による増加分であります。

５．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金繰入限度超過額 92 百万円

賞与引当金繰入限度超過額 23

退職給付引当金損金算入限度超過額 254

その他 68

繰延税金資産小計 440

評価性引当額 △277

繰延税金資産合計 163

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △37

資産除去債務 △11

その他有価証券評価差額金 △21

繰延税金負債合計 △70

繰延税金資産の純額（資産） 92

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があると

きの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.5％

受取配当金 △0.4％

住民税均等割 2.0％

評価性引当額の増減 △2.1％

その他 △0.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.7％
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６．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事 業 の
内 容

議決権等
の被所有
割合(％)

関 係 内 容
取引の内容

取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事 業 上
の 関 係

親会社
中央魚類
株式会社

東京都
江東区

2,995
水 産 物
卸売事業

55.2

当 社 の 商
品 の 販 売
及 び 同 社
の 商 品 の
購 入

水 産 物 の 販
売、冷蔵保管

355 売掛金他 62

水産物の
購 入 他

252 買掛金他 17

兼任
２名

資金の借入 － 関係会社
借 入 金

1,402
資金の返済 159

利息の支払 13 未払費用 0

主要
株主

日本水産
株式会社

東京都
港 区

30,685

漁業その
他の水産
業,食品の
製造加工
及び販売

27.8
－

当社の商品の
販売及び同社
の製商品の購

入

水産物の
販 売 他

226 売掛金他 21

水産物の
購 入 他

499 買掛金他 59

－ 36 －
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(2) 子会社

属性
会社等
の名称

所在地
資本金又は

出資金
(百万円)

事 業 の
内 容

議決権等
の所有割
合(％)

関 係 内 容
取引の内容

取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事 業 上
の 関 係

子会社
株式会社
水産流通

東京都
江東区

200

生鮮食料品
の仕入、製
造、加工、
販 売

60.0

水 産 物 の
販 売 ノ ウ
ハ ウ を 共
有 し 今 後
成 長 拡 大
する

水 産 物
の販売他

26 売 掛 金 2

兼任
４名

加 工 場
使 用 料

120 前 受 金 11

保管料他 29 売掛金他 7

債務保証 100 － －

子会社
中央フー
ズ株式会
社

東京都
江東区

10
水産物の仕
入、加工、
販 売

60.0
(60.0)

兼任
  ２名

水 産 物 の
販 売 ノ ウ
ハ ウ を 共
有 し 今 後
成 長 拡 大
する

保 管 料
収 入 他

12 売 掛 金 6

債務保証 800 － －

子会社
株式会社
せんにち

大阪府
吹田市

90
水産練製品
の製造・加
工 販 売

100.0

水 産 練 製
品 の 販 売
ノ ウ ハ ウ
を 共 有 し
今 後 成 長
拡大する

商 品 の
販 売 他

2,539 売 掛 金 885

商 品 の
購 入 他

12 買 掛 金 0

－ 資金の貸付 － 関係会社
貸 付 金

450
資金の返済 72

利息の受取 2 未収入金 0

債 務 保 証 1,211 － －

（注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針等
①　商品の販売については、市場価格から当社総原価を勘案して取引ごとに決定

しております。
②　商品の購入については、市場価格から算定した価格、並びに相手先から提示

された総原価を検討の上、取引ごとに決定しております。
③　その他については、独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件でおこなっ

ております。
２．取引金額には消費税等は含まれていませんが、期末残高には消費税等が含まれ

ております。
３．議決権の所有割合の（　）内は間接所有割合で内数であります。
４．債務保証については、保証料は受け取っておりません。
５．株式会社せんにちの関係会社貸付金に対して279百万円の貸倒引当金を計上し

ております。
６．借入金及び貸付金の利率については、市中金利を勘案して合理的に決定してお

ります。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 672円97銭

(2) １株当たり当期純利益 40円36銭

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 37 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2020年５月13日

株 式 会 社 ホ ウ ス イ
取締役会　御中

監 査 法 人　和宏事務所
東京都千代田区

代表社員
業務執行社員

公認会計士 大 塚 尚 吾 

業務執行社員 公認会計士 小 澤 公 一 

監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ホウスイの2019年４月

１日から2020年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、株式会社ホウスイ及び連結子会社からなる企業集団の当該

連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における

監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規

定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫

理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断

した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類

を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には

当該事項を開示する責任がある。

－ 38 －
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　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職

務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不

正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報

告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表

示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書

類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判

断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の

過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施

する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽

表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査

人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す

る。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの

ではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を

立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行わ

れた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどう

か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ

うな事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企

業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算

書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の

注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明すること

が求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計

算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適

正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関

する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指

示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負

う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査

の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査

の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

－ 39 －
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監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理

に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えら

れる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はそ

の内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定

により記載すべき利害関係はない。

 以　上

－ 40 －
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2020年５月13日

株 式 会 社 ホ ウ ス イ
取締役会　御中

監 査 法 人　和宏事務所
東京都千代田区

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 大 塚 尚 吾 

業務執行社員 公認会計士 小 澤 公 一 

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ホウスイの2019

年４月１日から2020年３月31日までの第85期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計

算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監

査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定

に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと

判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重

要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した

内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作

成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該

事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職

務の執行を監視することにある。

－ 41 －
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計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正

又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告

書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示

は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の

利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断さ

れる。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の

過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施

する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽

表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査

人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す

る。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので

はないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立

案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行わ

れた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、

また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような

事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の

前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項

が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められ

ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、

将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類

等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表

示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査

の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査

の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理

に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えら

れる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はそ

の内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

 以　上

－ 42 －
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第85期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の
実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意
思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以
下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等から、そ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、
重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及
び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会
社の取締役及び監査役等と意思の疎通及び情報の交換を図り、必要
に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社か
ら成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会
社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明いたしました。

③　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第５号イの留意
した事項及び同号ロの判断及び理由については、取締役会その他に
おける審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えまし
た。

④　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関す
る品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整
備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

－ 43 －
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及
び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

④　事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引を
するに当たり当社の利益を害さないよう留意した事項及び当該取引
が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及び理
由について、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人監査法人和宏事務所の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人監査法人和宏事務所の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

2020年５月14日

株 式 会 社 ホ ウ ス イ 監 査 役 会

常勤監査役 米 田 孝 司 
社外監査役 有 田 昇 治 
社外監査役 笹 生 勝 則 
監査役 市 山 勝 一 

以　上

－ 44 －
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株主総会参考書類

第１号議案　取締役12名選任の件

取締役11名全員が本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして

は、経営体制の強化を図るため１名を増員し、取締役12名の選任をお願いいた

したいと存じます。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 の 数

１

なか

中
じま

島
 

　
ひろし

廣

(1948年２月21日生)

1970年４月　中央冷凍株式会社入社

1997年７月　同川崎冷蔵庫工場長

1999年５月　同取締役営業推進部長

2007年５月　同常務取締役

2008年４月　合併により当社常務執行役員

 同 年同月　冷蔵事業本部副本部長兼冷蔵営業部長

2009年６月　当社取締役常務執行役員

2014年６月　当社取締役専務執行役員

2015年６月　冷蔵事業本部長兼冷蔵営業部長

2019年６月　当社代表取締役社長就任

現在に至る

8,700株

２

ひら

平
の

野
 

　
きよし

潔

(1952年２月19日生)

1970年３月　中央冷凍株式会社入社

1999年６月　同豊海第一冷蔵庫所長

2008年４月　合併により当社豊海第一冷蔵庫所長

2011年７月　当社理事・豊海第二冷蔵庫所長

2012年６月　当社執行役員豊海第二冷蔵庫所長

2013年10月　当社豊海第三冷蔵庫所長兼務

2014年６月　当社常務執行役員豊海第二冷蔵庫所

長兼豊海第三冷蔵庫所長

2015年６月　当社取締役常務執行役員冷蔵事業本

部副本部長兼冷蔵営業部副部長

2019年６月　当社取締役専務執行役員冷蔵事業本

部長兼冷蔵営業部長

 同 年７月　当社取締役専務執行役員冷蔵事業本

部長　現在に至る

1,000株

－ 45 －
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 の 数

３

さ

佐
とう

藤
 

　
ただし

正

(1958年10月30日生)

1988年３月　日東シュリンプ株式会社入社

2001年４月　合併により当社営業第一部次長

2010年４月　当社水産営業部長

2012年６月　当社執行役員　水産営業部長兼仙台

支店長

2013年１月　当社福岡営業所長兼務

 同 年４月　当社大阪支店長兼務

2015年６月　当社取締役執行役員水産事業本部長

兼水産営業部長

2018年４月　当社取締役執行役員水産事業本部長

 同 年６月　当社取締役常務執行役員水産事業本

部長　現在に至る

500株

４

あん

安
の

濃
みつ

光
お

雄

(1955年１月３日生)

1973年４月　中央冷凍株式会社入社

2008年４月　合併により当社厚木物流センター

所長代理

2013年９月　当社厚木物流センター所長

2015年６月　当社執行役員

2017年６月　当社取締役執行役員就任

2019年４月　当社川島物流センター所長兼務

 同 年６月　当社取締役常務執行役員冷蔵事業本

部副本部長兼冷蔵営業部副部長兼厚

木物流センター所長兼川島物流セン

ター所長

 同 年７月　当社取締役常務執行役員冷蔵事業本

部副本部長兼厚木物流センター所長

兼川島物流センター所長

 同 年10月　当社取締役常務執行役員冷蔵事業本

部副本部長兼厚木物流センター所長

2020年４月　当社取締役常務執行役員冷蔵事業本

部副本部長　現在に至る

1,000株

５

せき

関
ぐち

口
とし

寿
お

男
(1954年９月６日生)

1978年４月　中央冷凍株式会社入社

2008年４月　合併により当社豊海第三冷蔵庫

所長代理

2013年10月　当社市川物流センター所長

2017年６月　当社執行役員

2018年６月　当社取締役執行役員就任

市川物流センター所長兼務

2019年10月　川島物流センター所長兼務

2020年４月　当社取締役執行役員（物流センター

業務全般担当）　現在に至る

2,000株

－ 46 －
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 の 数

６

いし

石
もと

本
てつ

哲
や

也
(1954年３月８日生)

1978年４月　中央冷凍株式会社入社

2005年３月　同経理部長

2008年４月　合併により当社経理部長

2017年６月　当社執行役員経理部長

2019年６月　当社取締役執行役員管理本部副本部

長兼経理部長就任

2020年４月　当社取締役執行役員管理本部副本部長

現在に至る

1,000株

７

つ

水
る

流
りょう

良
いち

一

(1945年９月22日生)

1968年４月　東洋水産株式会社入社

1987年６月　PAC-MARU,INC.PRESIDENT

1991年６月　東洋水産株式会社取締役

1997年６月　同常務取締役

2001年１月　海南東洋水産有限公司董事長

 同 年同月　湛江東洋水産有限公司董事長

2003年６月　東洋水産株式会社専務取締役

2006年６月　同顧問

2010年６月　中央魚類株式会社監査役

2013年６月　同監査役辞任

 同 年同月　当社取締役就任　現在に至る

1,000株

８

なが

長
もと

本
かつ

克
よし

義

(1962年７月４日生)

1987年４月　日本水産株式会社入社

2005年３月　同水産流通部長

2008年３月　株式会社水産流通専務取締役

 同 年６月　中央フーズ株式会社取締役

2010年６月　当社執行役員

2015年６月　当社取締役執行役員就任（リテール

サポート事業担当）　現在に至る

2017年６月　株式会社水産流通代表取締役専務

2018年５月　株式会社水産流通代表取締役社長就

任　現在に至る

 同 年同月　中央フーズ株式会社代表取締役社長

就任　現在に至る

1,000株

－ 47 －
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 の 数

９

い

伊
とう

藤
はる

晴
ひこ

彦
(1967年３月17日生)

1990年４月　株式会社ニチレイ入社

2000年４月　中央魚類株式会社入社

2008年４月　当社取締役

 同 年６月　中央魚類株式会社取締役

2011年６月　当社取締役常務執行役員

2012年６月　同水産事業本部長

2013年５月　株式会社水産流通代表取締役社長

 同 年６月　当社取締役専務執行役員

2015年６月　当社取締役退任

 同 年同月　中央魚類株式会社常務取締役・常務

執行役員

2017年５月　株式会社水産流通取締役

 同 年６月　当社取締役就任　現在に至る

 同 年同月　中央魚類株式会社専務取締役・専務

執行役員
 

2019年６月　中央魚類株式会社代表取締役社長

(COO)・社長執行役員就任

現在に至る

7,800株

10

み

三
た

田
 

　
かおる

薫
(1948年12月19日生)

1971年４月　野崎産業株式会社入社

1994年10月　同大阪支店大阪食品部長

1996年10月　中央魚類株式会社入社

2004年４月　同海外室ゼネラルマネージャー

2006年６月　同取締役海外室ゼネラルマネージャー

2012年５月　中央小揚株式会社代表取締役社長

2016年６月　中央魚類株式会社顧問

 同 年８月　同顧問兼グループ管理室長

2017年６月　同取締役・執行役員管理本部長兼マ

グロ部管掌兼グループ管理室長兼経

理部長

2018年６月　当社監査役

 同 年同月　中央魚類株式会社常務取締役・常務

執行役員

2019年６月　当社取締役就任　現在に至る

 同 年同月　中央魚類株式会社取締役副社長・副

社長執行役員就任　現在に至る

0株

－ 48 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 の 数

※
11

ふく

福
もと

元
かつ

勝
し

志
(1959年８月23日生)

1983年４月　日本冷蔵株式会社入社

2005年３月　株式会社ニチレイフレッシュへ転籍

2007年４月　同執行役員水産事業本部副本部長

2011年４月　同常務執行役員

2014年４月　同常務執行役員兼株式会社フレッシ

ュまるいち代表取締役社長

2017年６月　同取締役専務執行役員

2019年４月　中央魚類株式会社執行役員

 同 年６月　同取締役・執行役員第二営業本部長

現在に至る

0株

※
12

た

田
しろ

代
 

　
みつる

充
(1966年９月27日生)

1989年４月　中央魚類株式会社入社

2013年５月　中央フーズ株式会社常務取締役

2014年５月　同取締役社長

2015年６月　当社執行役員

2016年６月　株式会社せんにち代表取締役社長

2019年６月　同代表取締役社長退任

 同 年同月　当社執行役員退任

 同 年同月　中央魚類株式会社執行役員開発部長

現在に至る

0株

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。

２．取締役候補者　水流良一氏は、社外取締役候補者であります。

同氏を社外取締役候補者とした理由は、長年にわたり海外等で会社経営に携わ

った豊富な経験と見識を当社の経営に活かしていただくため、社外取締役とし

ての選任をお願いするものであります。

同氏の社外取締役就任期間は、本定時株主総会終結の時をもって７年間であり

ます。また、同氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出てお

ります。

３．取締役候補者　長本克義氏は、当社子会社　株式会社水産流通の代表取締役社

長および中央フーズ株式会社の代表取締役社長を兼務しており、当社は両社と

の間に商品売買等の取引があります。

４．取締役候補者　伊藤晴彦氏は、当社の親会社である中央魚類株式会社の代表取

締役社長(COO)・社長執行役員および株式会社水産流通の取締役を兼務、三田　

薫氏は、中央魚類株式会社の取締役副社長・副社長執行役員を兼務、福元勝志

氏は、中央魚類株式会社の取締役・執行役員を兼務、田代　充氏は、中央魚類

株式会社の執行役員を兼務しており、当社は各社との間に商品売買等の取引が

あります。

５．その他の取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

－ 49 －
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第２号議案　監査役３名選任の件

本総会終結の時をもって監査役　米田孝司氏ならびに有田昇治氏が任期満了

となり、また監査役　市山勝一氏が辞任されますので、新たに監査役３名の選

任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 の 数

１

よね

米
だ

田
たか

孝
し

司
(1951年１月22日生)

1975年４月　当社入社

2003年４月　同管理部副参事

2007年６月　同監査室長

2016年６月　当社監査役就任　現在に至る

500株

※
２

まつ

松
やま

山
じ

次
ろう

郎
(1954年３月30日生)

1972年４月　中央魚類株式会社入社

2006年４月　同大物部ゼネラルマネージャー

2008年６月　同取締役大物第一部担当兼大物第一

部ゼネラルマネージャー

2010年６月　同執行役員マグロ部長

2016年６月　同常勤監査役就任　現在に至る

0株

※
３

こ

小
まつ

松
まさ

正
ゆき

之
(1953年８月11日生)

1977年４月　農林省(現農林水産省)入省

1984年６月　米国イエール大学経営大学院修了

経営学修士号(MBA)取得

2000年２月　水産庁参事官（国際交渉担当）

2004年４月　東京大学博士(農学)取得

2005年４月　水産総合研究センター理事

2007年12月　水産庁退庁

2008年４月　政策研究大学院大学教授

2015年５月　一般社団法人生態系総合研究所代表

理事　現在に至る

0株

（注）１．※は、新任の監査役候補者であります。

２．監査役候補者　松山次郎氏は当社の親会社である中央魚類株式会社の常勤監査

役を兼務しており、当社は同社との間に商品売買等の取引があります。

監査役候補者　小松正之氏と当社の間には、特別の利害関係はありません。

３．監査役候補者　小松正之氏は、社外監査役候補者であります。

同氏を社外監査役候補者とした理由は、水産庁における豊富な経験と幅広い見

識を有するとともに、米国大学院において財務・会計学等の経営学修士号を取

得し、財務および会計に関する相当程度の知見を有しており、それらを社外監

査役として当社の監査に反映していただくことを期待したためであります。

また、同氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の候補者であります。

以　　上

－ 50 －

監査役選任議案
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株主総会会場ご案内図

日時 2020年６月23日（火曜日）午前10時

会場 東京都江東区有明三丁目７番11号

東京ベイ有明ワシントンホテル　３階　アイリスの間

東京ビッグサイト

センター
プロムナード

東京
ファッション
タウンビル

水の広場埠頭公園

ゆ
り
か
も
め

至 新木場駅至 大崎駅 国際展示場駅

りんかい線

有明セントラルタワー

有
明
駅

株主総会会場
東京ベイ

有明ワシントンホテル
入口

入口

イーストプロムナード

パナソニック
センター

至 新橋駅

至 

豊
洲
駅

東京ビッグサイト駅

有明
フロンティアビル

【交通のご案内】
○りんかい線「国際展示場駅」下車　徒歩３分
○ゆりかもめ「有明駅」または「東京ビッグサイト駅」下車　徒歩３分

※駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮
くださいますようお願い申しあげます。

※新型コロナウィルス感染予防の観点から、本年は株主総会ご出席に際しましては
ご自身の体調をご確認のうえ、マスク着用等の感染防止の配慮にご協力ください
ますようお願い申しあげます。また、ご出席に代えて、書面による事前の議決権
行使を推奨いたしますので、ご検討くださいますようお願い申しあげます。

※本株主総会より、ご来場株主様へのお土産は取りやめさせていただきます。
　何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。

地図




